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１．１．１．１．11114444 年年年年 9999 月中間期の連結業績月中間期の連結業績月中間期の連結業績月中間期の連結業績（平成（平成（平成（平成 11114444 年年年年 4444 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 11114444 年年年年 9999 月月月月 30303030 日）日）日）日）

(1)連結経営成績

経  常  収  益 経  常  利  益 中間(当期)純利益
百万円　　　　　　％ 百万円　　　　　　％ 百万円　　　　　　％

14 年 9月中間期 950,274 0.6 44,640 73.0 29,500 235.9
13 年 9 月中間期 944,253 △ 4.5 25,800 △ 15.5 8,783 △ 57.8

14 年 3 月期 1,901,260 △ 0.1 62,594 2.0 18,986 △ 36.5

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

円 銭 円 銭

14 年 9月中間期 20 20 19 00

13 年 9 月中間期
住友海上  4

三井海上  7

32

81

住友海上  4

三井海上  7

22

36

14 年 3 月期 14 44 13 66
（注）①持分法投資損益    14 年 9 月中間期   △104 百万円    13 年 9 月中間期   －百万円    14 年 3 月期   －百万円

②期中平均株式数(連結) 14 年 9 月中間期 1,459,740,627 株 13 年 9 月中間期   住友海上 662,988,039 株  三井海上 757,210,181 株
14 年 3 月期 1,115,620,523 株

③会計処理の方法の変更   無
④経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率であります。

(2)連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
１ 株 当 た り
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭

14 年 9月中間期 6,699,356 1,147,652 17.1 786     29

13 年 9 月中間期 7,174,982 1,205,717 16.8
住友海上 884     21

三井海上 818     12

14 年 3 月期 7,323,905 1,269,927 17.3 869     82
（注）期末発行済株式数(連結) 14 年 9 月中間期 1,459,566,948 株 13 年 9 月中間期   住友海上 662,988,039 株  三井海上 757,210,304 株

14 年 3 月期 1,459,972,121 株

(3)連結キャッシュ・フローの状況
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

14 年 9月中間期 71,165 △ 85,102 △ 11,642 345,608
13 年 9 月中間期 64,019 △  7,601 △ 10,960 447,518

14 年 3 月期 31,007 △ 20,979 △ 42,299 372,383

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数  26 社    持分法適用非連結子会社数  0 社    持分法適用関連会社数  1 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結  (新規)  0 社  (除外)  0 社     持分法  (新規)  1 社  (除外)  0 社

２．２．２．２．11115555 年年年年 3333 月期の連結業績予想月期の連結業績予想月期の連結業績予想月期の連結業績予想（平成（平成（平成（平成 11114444 年年年年 4444 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 11115555 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通  期 1,980,000 69,000 33,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     22 円 60 銭

(注)① 当社は平成 13 年 10 月 1日付で合併しておりますが、平成 14 年 9月中間期との比較の便のため、原則として平成 13 年 9月中間期は住友海上火災保険株式会
社と三井海上火災保険株式会社の数値を単純合算することにより作成しております。また、平成 14 年 3 月期については住友海上火災保険株式会社(上期)と
三井住友海上火災保険株式会社(通期)の数値を単純合算することにより作成しております。(以下の諸表も同様)
ただし、1 株当たり中間(当期)純利益、潜在株式調整後 1 株当たり中間(当期)純利益、期中平均株式数、１株当たり株主資本及び期末発行済株式数について
は個々の会社の数値を合算せずに表示しております。

② 金額は記載単位未満を切り捨てており、諸比率は四捨五入によって表示しております。また、マイナスの場合は△表示しております。(以下の諸表も同様)

(注)上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであるため、実際の業績は、今後の様々な要因によって
大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項については資料の 5ページをご参照下さい。

本資料は、平成 14年 12月 3日に発表

した｢中間決算短信(連結)｣の修正版で

あり、下線部分が修正箇所であります。



企業集団の状況

   当企業集団（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社78社、関連会社15社で構成する、「損害保険事業及び
損害保険関連事業」並びに「生命保険事業」を行う保険・金融グループであります。

･･･★ Mitsui Marine & Fire Insurance Company of America <U.S.A.>
★ Sumitomo Marine & Fire Insurance Company of America <U.S.A.>
★ Mitsui Sumitomo Insurance Company (Europe), Limited <U.K.>
★ The Sumitomo Marine & Fire Insurance Co.,  (Europe) Limited <U.K.>
★ MSI Corporate Capital Limited <U.K.>

三 損 ★ Mitsui Sumitomo Insurance (Singapore) Pte Ltd. <SINGAPORE>
★ MS Frontier Reinsurance Limited <BERMUDA>
★ Mitsui Sumitomo Reinsurance Limited <IRELAND>

井 害 ★ Mitsui Sumitomo Insurance Company  (Hong Kong) Limited 
  <HONG KONG>
★ P.T. Asuransi Mitsui Marine Indonesia <INDONESIA>

住 保 ★ P.T. Asuransi Sumitomo Marine & Pool <INDONESIA>
★ Mitsui Sumitomo Seguros S.A. <BRAZIL>
★ Mitsui Sumitomo Insurance (Malaysia) Bhd. <MALAYSIA>

友 険    他10社

･･･☆ 三井住友海上損害調査株式会社 （自動車保険の損害調査業務）
海 事 ☆ 株式会社インターリスク総研 (総合リスクマネジメントサービス業務)

★ Mitsui Sumitomo Insurance Group Holdings (USA), Inc. <U.S.A.>
<91社>     (子会社経営管理業務)

上 業 ★ Mitsui Sumitomo Insurance (London Management) Ltd. <U.K.>
    (損害保険代理業務及び子会社経営管理業務)
   他29社

火 及
資 投信・投資顧問事業 ･･･★ 三井住友海上アセットマネジメント株式会社
産     (投資信託委託業務及び投資顧問業務)

災 び 運    他4社
<15社> 用

関 不動産投資事業 ･･･☆ Taisho Realty America Corporation <U.S.A.>
保 損 連 ☆ MSI Property (U.S.A.), Inc. <U.S.A.>

事
業 そ の 他 の 資 産 ･･･★ 三井住友海上キャピタル株式会社 (ベンチャーキャピタル業務）

険 害 運 用 関 連 事 業 ☆ 三井住友海上ローンサービス株式会社(信用保証･事務代行業務)
   他6社

株 保
総 務 関 連 事 業 ･･･☆ ＭＳＫビルサービス株式会社 (不動産管理業務)

☆ ＭＳＫ商事株式会社 (福利厚生業務)
式 険    他1社

総
務 事 務 代 行 ・ ･･･☆ ＭＳＫ情報サービス株式会社

会 関 ・ 計 算 関 連 事 業    (コンピュータシステムの運営業務)
事 ☆ ＭＳＫシステム開発株式会社
務    (コンピュータソフトウェアの開発業務)

社 連 <20社> 代
行 研 修 事 業 ･･･☆ 三井住友海上エイジェンシー・サービス株式会社
等    (当社の代理店への教育研修業務)

事 関
連 人 材 派 遣 事 業 ･･･☆ 三井住友海上スタッフサービス株式会社
事    (労働者派遣業務)

業 業
そ の 他 の 事 業 ･･･☆ 三井住友海上ケアネット株式会社

 　(介護施設運営・高齢者福祉業務)
   他12社

<2社>

･･･
★ 三井住友海上きらめき生命保険株式会社
● 三井住友海上シティインシュアランス生命保険株式会社

（注）１．各記号の意味は次のとおりであります。  ★：連結子会社 ☆：非連結子会社 ●持分法適用関連会社

２．三井住友海上アセットマネジメント株式会社は平成14年12月1日付で三井生命グローバルアセットマネジメント株式会社、

　　住友ライフ・インベストメント株式会社、スミセイグローバル投信株式会社及びさくら投信投資顧問株式会社と合併し、三井

　　住友アセットマネジメント株式会社となっております。

３．MM Reinsurance Company Limitedは平成14年7月12日付でMS Frontier Reinsurance Limitedに社名を変更しております。

生 命 保 険 事 業

損 害 保 険 事 業

損 害 保 険 関 連 事 業

23社 うち子会社 15社

関連会社 8社

33社 うち子会社 30社

関連会社 3社

13社 うち子会社 11社

関連会社 2社

＜

＜

＜

＞

＞

＞

＜ ＞ 3社 うち子会社  2社

関連会社 1社

＜2社 すべて子会社＞

＜ 1 社 子 会 社 ＞

＜ 1 社 子 会 社 ＞

＜5社 すべて子会社＞

＜2社 すべて子会社＞

＜8社 すべて子会社＞

2社 うち子会社 1社

関連会社 1社
＜ ＞
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経  営  方  針

１．経営の基本方針

当社は、経営理念として以下を掲げております。

保険・金融サービス事業を通じて

　 ○世界に安心と安全をとどけ  豊かな社会づくりに貢献します

　 ○最高の商品とサービスを提供し　お客さまの満足を実現します

　 ○永続的な業績向上を目指し　株主の信頼と期待に応えます

また、「目指す企業像」として以下を掲げております。

①損害保険・生命保険事業をコアとし、金融サービス、リスク関連サービス事業をダイナミックに展開する保険・金

融グループ（わが国損保Ｎｏ．１の成長性・収益性・規模の実現、積極的な海外戦略に基づくグローバルな展開）

②お客さま・株主・代理店・社会から高く評価され、信頼される保険・金融グループ

③社員の創造性があふれ、活力みなぎる、若々しくイノベーティブな保険・金融グループ

２．利益配分に関する基本方針

当社は、今後の経営環境と事業展開を勘案しつつ、安定的な配当を維持していくことを基本に、会社の業績に見合っ

た配当を行い、あわせて適切な利益還元策を実施することにより、株主の皆さまのご支援にお応えしていきたいと考え

ております。一方、損害保険事業の性格上、地震その他の異常災害の発生等に備えて、内部留保の充実に努めていくこ

とも必要と考えております。

内部留保資金につきましては、担保力の増強を図るとともに、事業環境の変化に備えるべく、経営基盤の強化に向け

有効投資してまいります。

３．中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

保険業界におきましては、米国同時多発テロ事件を契機とする再保険市場の縮小とそれに伴う再保険料率の高騰、株

式市場の低迷による資産運用リスクの顕在化など、事業環境がさらに厳しさを増すなかで、競争が一段と激化し、国や

業態の枠を超えた提携や再編の動きがさらに加速していくものと思われます。

こうした情勢にあって、当社は、経営基本計画「ＭＳ ＷＡＶＥ」（2001 年度～2002 年度）のもと、規模の拡大、経

営効率の向上など、合併効果を最大限に発揮しつつ、経営資源の積極的活用を図り、最高品質のリスクソリューション

ビジネスを展開してまいります。

　経営基本計画「ＭＳ ＷＡＶＥ」の基本戦略は、次のとおりです。

　(1)成長力・収益力Ｎｏ．１戦略
　①代理店構造の変革、代理店システム等の活用
　②ニーズにマッチした新商品の投入、成長マーケットへの積極参入
　③損害率の改善、事業費の削減
　④資産運用力の強化・金融サービス事業の強化
　⑤リスクマネジメント等、リスク関連サービス事業の強化

　(2)最高品質戦略（ＣＳ、コーポレートガバナンス、コンプライアンス）
　①最高品質の商品・サービス・お客さま対応力によるＣＳ向上
　②株主・市場の期待に応えるコーポレートガバナンスの向上
　③コンプライアンスの徹底
　④リスク管理体制の強化

　(3)ＭＳパワー（三井住友海上社員・代理店のパワー）最大化戦略
　①全員一丸で合併効果を早期に実現
　②新しい企業文化の創造、創造性あふれる人材育成
　③ＩＴの戦略的活用
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　上記に加え、当社は、成長力・収益力強化のために提携施策を積極的に推進しております。主な提携及びその進捗状況

は、次のとおりです。

①三井・住友グループによる保険事業の強化
　当社は、三井生命、住友生命及び三井住友銀行の各社との平成13年11月22日付「全面提携に関する基本合意書」
を受けて、次の提携を進めております。
・アセットマネジメント事業の再編成
各々の資産運用子会社５社を平成14年12月1日に新会社名を「三井住友アセットマネジメント株式会社」として合
併いたしました。
・三井生命損害保険子会社の当社への集約化
平成14年6月27日に三井ライフ損害保険株式会社の集約に係る基本合意書を締結し、平成14年11月以降満期となる
同社の保険契約を順次当社商品に切り換えるとともに、平成15年11月1日時点で保有する契約を、当局の認可及び
株主総会の承認を前提に当社に包括移転いたします。

②米国シティグループとの提携
　当社は、米国シティグループの国際保険部門であるシティインシュアランス・インターナショナル・ホールディ
ングズ・インクと合弁で「三井住友海上シティインシュアランス生命保険株式会社」を設立し、平成 14 年 10 月か
ら営業を開始しました。証券会社、銀行等の金融機関チャネルを通じて、変額個人年金保険に特化した商品販売を
行っております。

③ニッセイグループとの提携
　当社は、平成 12 年 10 月にニッセイグループと商品・サービスの相互供給及び保険代理店システムの構築等に関
する共同取組に合意し、平成 13 年 4月に代理店向けコンピュータシステムの開発・運営会社「インシュアランス・
システム・ソリューション株式会社」を共同で設立いたしました。平成 14 年 4月には業界初の生損保融合の顧客・
契約管理システムを開発し、サービスの提供を開始するなど、着実に取り組みを推進しております。

④資産評価事業への参入
　当社は、平成14年4月に関連会社である株式会社インターリスク総研を通じ、アメリカン・アプレーザル・アソシ
エーツ・インクと合弁で「アメリカン・アプレーザル・ジャパン株式会社」を設立し、資産評価事業に参入いたし
ました。

４．経営管理組織の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策

当社は、「経営の重要事項の意思決定・監督機能」と「業務執行機能」を分離するため、執行役員制度を導入し、取

締役会における論議の活性化・意思決定のスピードアップを図るとともに、業務執行については執行役員が担当する体

制を確立しております。

また、変化に機動的に対応できる経営体制の構築及び取締役の経営責任の明確化を図るため、取締役の任期を 1 年と

したほか、取締役会の内部委員会として人事委員会、報酬委員会を設け、取締役会の委嘱を受け、人事に関する事項及

び取締役・執行役員の報酬に関する事項について取締役会に助言することとしております。

５．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、投資単位の引下げが、個人投資家層の拡大並びに株式の流動性を高める有用な施策のひとつであると認識して

おりますが、現状の当社株価水準、株主数、株式の流動性及び費用対効果等に照らして、直ちに実施すべき状況にはない

ものと考えております。今後の上記諸要素の推移や市場の要請等を勘案し、柔軟に対処してまいる所存であります。
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経  営  成  績  及  び  財  政  状  態

１．経営成績

(1) 当中間連結会計期間の経営成績

当中間連結会計期間の経常収益は前中間連結会計期間より 60 億円増加して 9,502 億円となり、経常費用は 128 億円減

少して 9,056 億円となりました。この結果、経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は 188 億円増加して 446 億円

となりました。

これを事業の種類別に示すと次のとおりであります。

① 損害保険事業におきましては、幅広い補償に充実した付帯サービスをセットした自動車保険「
モ ス ト

ＭＯＳＴ」、家計向

け火災保険の最上級商品「ホームピカイチ」など当社主力商品の拡販に努めたことや、自動車損害賠償責任保険にお

いて政府再保険制度が廃止されたことなどから、正味収入保険料は 6,553 億円となり、これに資産運用収益などを加

えた経常収益は 8,869 億円となりました。また、正味支払保険金が減少したことに加え、営業費及び一般管理費の圧

縮に努めたことなどから、経常費用は 8,423 億円にとどまり、この結果、経常利益は 445 億円となりました。

② 生命保険事業におきましては、子会社である三井住友海上きらめき生命保険株式会社が業容の拡大に努め、

 個人保険、個人年金保険及び団体保険の保有契約高が伸びたことから、生命保険料は 598 億円、経常収益は 646 億円

となりました。また、経常費用は 645 億円となり、この結果、経常利益は 4千 8百万円となりました。

上記の経常利益に特別利益、特別損失、法人税及び住民税等、法人税等調整額並びに少数株主利益を加減した中間純利

益は 207 億円増加し、295 億円となりました。

(2) 通期の業績見通し

当連結会計年度（平成 15 年 3 月期）の業績は、経常収益 1 兆 9,800 億円、経常利益 690 億円、当期純利益 330 億円と

予想しております。なお、業績予想の主な前提条件は次のとおりであります。

・正味収入保険料については、過去からの業績推移に、平成 14 年 4 月からの自動車損害賠償責任保険の政府再保険制

度廃止（増収要因）などの影響を反映させた、当社独自の予測に基づいております。

・正味支払保険金については、過去及び当中間期の実績を勘案して自然災害による支払を 60 億円見込んでおります。

・資産運用に係る見通しは、市場金利、為替レート、株式相場ともに平成 14 年 9 月末から大きくは変動しない前提と

しております。

２．財政状態

当中間連結会計期間末の総資産は、株式相場下落によりその他有価証券の評価差額が減少したことや、クレジットデリ

バティブ取引について公正価値による評価へ移行したことに伴い支払承諾見返が減少したことなどから、前連結会計年

度末から 6,245 億円減少し、6兆 6,993 億円となりました。また、株主資本については、その他有価証券評価差額金の減

少などにより、前連結会計年度末から 1,222 億円減少し、1兆 1,476 億円となりました。

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、損害保険事業及び生命保険事業とも堅調であったことから、前中間連結会計期

間より 71 億円増加して 711 億円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期間より 775 億円

減少し△851 億円となりましたが、これは有価証券の購入を中心に積極的な投資を行ったことなどによるものです。また、

財務活動によるキャッシュ・フローは 6億円減少して△116 億円となりました。これらの結果、当中間連結会計期間末の

現金及び現金同等物は前連結会計年度末より 267 億円減少して 3,456 億円となりました。



平成14年9月中間期 損益状況の対前期比較
（単位：百万円）

期      別 平成13年9月 平成14年9月 比較増減 増減率 平成14年3月期

科　　目 中   間   期 中   間   期

880,689 896,803 16,113 1.8 % 1,781,265

経 (うち正 味 収 入 保 険 料 ) ( 637,349 ) ( 655,398 ) ( 18,048 ) ( 2.8 ) ( 1,234,874 )

(うち収 入 積 立 保 険 料 ) ( 156,914 ) ( 147,750 ) ( △ 9,163 ) ( △ 5.8 ) ( 296,730 )

(うち生 命 保 険 料 ) ( 51,378 ) ( 59,803 ) ( 8,425 ) ( 16.4 ) ( 120,055 )

752,037 756,164 4,126 0.5 1,534,807

(うち正 味 支 払 保 険 金 ) ( 313,704 ) ( 308,424 ) ( △ 5,279 ) ( △ 1.7 ) ( 641,878 )

常 (うち損 害 調 査 費 ) ( 30,373 ) ( 30,994 ) ( 620 ) ( 2.0 ) ( 59,340 )

(うち諸手数料及び集金費 ) ( 113,196 ) ( 116,988 ) ( 3,791 ) ( 3.3 ) ( 223,534 )

(うち満 期 返 戻 金 ) ( 241,973 ) ( 228,626 ) ( △ 13,347 ) ( △ 5.5 ) ( 523,145 )

(うち生 命 保 険 金 等 ) ( 4,645 ) ( 9,043 ) ( 4,397 ) ( 94.7 ) ( 12,749 )

61,634 51,682 △ 9,952 △ 16.1 116,184

損 (うち利息及び配当金収入 ) ( 72,237 ) ( 65,859 ) ( △ 6,378 ) ( △ 8.8 ) ( 138,378 )

(うち有 価 証 券 売 却 益 ) ( 21,167 ) ( 16,310 ) ( △ 4,857 ) ( △ 22.9 ) ( 41,848 )

30,529 23,496 △ 7,032 △ 23.0 40,311

(うち有 価 証 券 売 却 損 ) ( 1,820 ) ( 1,725 ) ( △ 94 ) ( △ 5.2 ) ( 5,071 )

(うち有 価 証 券 評 価 損 ) ( 21,862 ) ( 10,044 ) ( △ 11,818 ) ( △ 54.1 ) ( 28,220 )

益 132,786 123,643 △ 9,143 △ 6.9 259,183

△ 1,170 △ 541 629 － △ 553

25,800 44,640 18,840 73.0 62,594

7,783 3,123 △ 4,659 △ 59.9 6,379

22,172 3,541 △ 18,630 △ 84.0 43,103

△ 14,388 △ 417 13,970 － △ 36,723

11,412 44,222 32,810 287.5 25,870

21,335 21,828 493 2.3 17,984

△ 18,782 △ 7,252 11,530 － △ 11,470

76 145 69 91.3 369

8,783 29,500 20,717 235.9 18,986

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 損 益

経 常 利 益

特 別 利 益

保 険 引 受 収 益

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 収 益

資 産 運 用 費 用

少 数 株 主 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

特 別 損 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法 人 税 及 び 住 民 税 等

法 人 税 等 調 整 額

特
別
損
益

特 別 損 失
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元受正味保険料(含む収入積立保険料)
(単位：百万円)

平成13年9月中間期 平成14年9月中間期 平成14年3月期

金 額 増 収 率 構成比 金 額 増 収 率 構成比 金 額 増 収 率 構成比

% % % % % %

火 災 132,637 △ 8.2 15.6 135,933 2.5 15.7 264,485 △ 4.7 16.1

海 上 32,927 6.5 3.9 35,211 6.9 4.1 67,106 6.9 4.1

傷 害 181,232 △ 21.7 21.3 174,275 △ 3.8 20.2 340,778 △ 15.9 20.8

自 動 車 307,960 2.7 36.2 301,028 △ 2.3 34.9 605,523 1.5 37.0

自動車損害賠償責任 84,113 1.1 9.9 100,954 20.0 11.7 149,910 0.1 9.1

そ の 他 111,896 7.0 13.1 115,953 3.6 13.4 210,723 4.9 12.9

合 計 850,768 △ 4.9 100.0 863,357 1.5 100.0 1,638,527 △ 3.2 100.0

(うち収入積立保険料) ( 156,914 ) ( △ 27.7 ) ( 18.4 ) ( 147,750 ) ( △ 5.8 ) ( 17.1 ) ( 296,730 ) ( △ 20.5 ) ( 18.1 )

正味収入保険料
(単位：百万円)

平成13年9月中間期 平成14年9月中間期 平成14年3月期

金 額 増 収 率 構成比 金 額 増 収 率 構成比 金 額 増 収 率 構成比

% % % % % %

火 災 88,959 7.2 14.0 84,126 △ 5.4 12.8 166,751 △ 0.5 13.5

海 上 26,908 9.6 4.2 27,157 0.9 4.2 53,766 7.1 4.4

傷 害 66,588 △ 6.6 10.5 65,701 △ 1.3 10.0 124,717 △ 5.0 10.1

自 動 車 307,361 2.9 48.2 300,225 △ 2.3 45.8 605,028 1.8 49.0

自動車損害賠償責任 47,461 2.4 7.4 70,625 48.8 10.8 90,513 3.2 7.3

そ の 他 100,071 16.1 15.7 107,561 7.5 16.4 194,097 16.6 15.7

合 計 637,350 4.5 100.0 655,398 2.8 100.0 1,234,875 3.1 100.0

正味支払保険金
(単位：百万円)

平成13年9月中間期 平成14年9月中間期 平成14年3月期

金 額 増 加 率 構成比 金 額 増 加 率 構成比 金 額 増 加 率 構成比

% % % % % %

火 災 25,612 △ 8.4 8.2 24,754 △ 3.3 8.0 52,156 △ 11.2 8.1

海 上 15,920 29.2 5.1 12,594 △ 20.9 4.1 29,548 12.1 4.6

傷 害 25,829 △ 2.2 8.2 24,834 △ 3.9 8.1 51,511 △ 5.8 8.0

自 動 車 166,254 5.0 53.0 163,615 △ 1.6 53.0 342,063 0.7 53.3

自動車損害賠償責任 28,032 △ 1.1 8.9 30,004 7.0 9.7 56,479 △ 0.3 8.8

そ の 他 52,055 15.5 16.6 52,621 1.1 17.1 110,119 13.0 17.2

合 計 313,704 5.1 100.0 308,424 △ 1.7 100.0 641,878 1.3 100.0

(注)諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

種  目

種  目

期　別

種  目

期　別

期　別
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中　　間　　連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表
（単位：百万円）

連結会計期間別 　
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 比較増減 前連結会計年度末
（平成13年9月30日現在） （平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）

科      目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

% % %

480,035 6.69 360,764 5.39 △ 119,271 415,024 5.67

168 0.00 10,000 0.15 9,831 328 0.00

28,737 0.40 44,058 0.66 15,321 17,774 0.24

40,743 0.57 38,458 0.57 △ 2,284 38,639 0.53

4,667,659 65.05 4,772,703 71.24 105,043 4,887,186 66.73

807,289 11.25 732,717 10.94 △ 74,571 764,426 10.44

332,744 4.64 298,700 4.46 △ 34,043 309,985 4.23

383,060 5.34 427,713 6.38 44,652 367,845 5.02

1,089 0.01 1,450 0.02 360 1,334 0.02

458,178 6.39 36,803 0.55 △ 421,374 547,388 7.47

△ 24,602 △ 0.34 △ 24,000 △ 0.36 602 △ 26,018 △ 0.35

△ 120 △ 0.00 △ 13 △ 0.00 107 △ 8 △ 0.00

7,174,982 100.00 6,699,356 100.00 △ 475,625 7,323,905 100.00

4,962,444 69.16 5,010,373 74.79 47,928 4,931,667 67.34

支 払 備 金 ( 434,646 ) ( 481,037 ) ( 46,390 ) ( 465,029 )

責 任 準 備 金 等 ( 4,527,798 ) ( 4,529,335 ) ( 1,537 ) ( 4,466,638 )

104,957 1.46 85,098 1.27 △ 19,859 85,098 1.16

186,197 2.59 184,639 2.76 △ 1,557 165,176 2.26

156,837 2.19 160,014 2.39 3,176 163,544 2.23

8,457 0.12 8,573 0.13 115 11,278 0.16

2,701 0.04 1,659 0.02 △ 1,041 1,619 0.02

1,220 0.02 1,220 0.02 － 1,220 0.02

18,302 0.25 20,606 0.31 2,303 20,662 0.28

価 格 変 動 準 備 金 ( 18,302 ) ( 20,606 ) ( 2,303 ) ( 20,662 )

65,858 0.92 38,428 0.57 △ 27,429 121,608 1.66

458,178 6.39 36,803 0.55 △ 421,374 547,388 7.47

5,965,155 83.14 5,547,418 82.81 △ 417,737 6,049,264 82.60

4,109 0.06 4,285 0.06 175 4,713 0.06

128,473 1.79 128,476 1.92 2 128,476 1.75

81,989 1.14 81,991 1.23 2 81,991 1.12

424,999 5.92 401,876 6.00 △ 23,122 383,410 5.24

579,184 8.07 553,604 8.26 △ 25,580 688,873 9.41

△ 8,915 △ 0.12 △ 6,438 △ 0.10 2,477 △ 1,220 △ 0.02

1,205,731 16.80 1,159,510 17.31 △ 46,220 1,281,531 17.50

△ 13 △ 0.00 △ 11,857 △ 0.18 △ 11,843 △ 11,603 △ 0.16

1,205,717 16.80 1,147,652 17.13 △ 58,064 1,269,927 17.34

7,174,982 100.00 6,699,356 100.00 △ 475,625 7,323,905 100.00
負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

計

自 己 株 式

資 本 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分

債権売却損失引当金

不動産投資損失引当金

特 別 法 上 の 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 負 債

転 換 社 債

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

その他有価証券評価差額金

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

不 動 産 及 び 動 産

そ の 他 資 産

修正版
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中　　間　　連　　結　　損　　益　　計　　算　　書

（単位：百万円）

連結会計期間別 　
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 比較増減
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

科　　目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比

% % %

経　　常　　収　　益 944,253 100.00 950,274 100.00 6,020 1,901,260 100.00

880,689 93.27 896,803 94.37 16,113 1,781,265 93.69

経 (うち正 味 収 入 保 険 料 ) ( 637,349 ) ( 655,398 ) ( 18,048 ) ( 1,234,874 )

(うち収 入 積 立 保 険 料 ) ( 156,914 ) ( 147,750 ) ( △ 9,163 ) ( 296,730 )

(うち積立保険料等運用益 ) ( 34,824 ) ( 33,062 ) ( △ 1,761 ) ( 71,226 )

(うち生 命 保 険 料 ) ( 51,378 ) ( 59,803 ) ( 8,425 ) ( 120,055 )

常 (うち責任準備金等戻入額 ) ( － ) ( － ) ( － ) ( 57,627 )

61,634 6.53 51,682 5.44 △ 9,952 116,184 6.11

(うち利息及び配当金収入 ) ( 72,237 ) ( 65,859 ) ( △ 6,378 ) ( 138,378 )

(うち有 価 証 券 売 却 益 ) ( 21,167 ) ( 16,310 ) ( △ 4,857 ) ( 41,848 )

損 (うち積立保険料等運用益振替 ) ( △ 34,824 ) ( △ 33,062 ) ( 1,761 ) ( △ 71,226 )

1,928 0.20 1,787 0.19 △ 140 3,810 0.20

経　　常　　費　　用 918,452 97.27 905,633 95.30 △ 12,819 1,838,666 96.71

752,037 79.65 756,164 79.57 4,126 1,534,807 80.73

益 (うち正 味 支 払 保 険 金 ) ( 313,704 ) ( 308,424 ) ( △ 5,279 ) ( 641,878 )

(うち損 害 調 査 費 ) ( 30,373 ) ( 30,994 ) ( 620 ) ( 59,340 )

(うち諸手数料及び集金費 ) ( 113,196 ) ( 116,988 ) ( 3,791 ) ( 223,534 )

(うち満 期 返 戻 金 ) ( 241,973 ) ( 228,626 ) ( △ 13,347 ) ( 523,145 )

の (うち生 命 保 険 金 等 ) ( 4,645 ) ( 9,043 ) ( 4,397 ) ( 12,749 )

(うち支 払 備 金 繰 入 額 ) ( 5,347 ) ( 590 ) ( △ 4,756 ) ( 31,668 )

(うち責任準備金等繰入額 ) ( 41,315 ) ( 60,358 ) ( 19,042 ) ( 41,253 )

30,529 3.23 23,496 2.47 △ 7,032 40,311 2.12

部 (うち有 価 証 券 売 却 損 ) ( 1,820 ) ( 1,725 ) ( △ 94 ) ( 5,071 )

(うち有 価 証 券 評 価 損 ) ( 21,862 ) ( 10,044 ) ( △ 11,818 ) ( 28,220 )

132,786 14.06 123,643 13.01 △ 9,143 259,183 13.63

3,099 0.33 2,329 0.25 △ 770 4,364 0.23

25,800 2.73 44,640 4.70 18,840 62,594 3.29

特　　別　　利　　益 7,783 0.83 3,123 0.33 △ 4,659 6,379 0.34

( 1,827 ) ( 56 ) ( △ 1,770 ) ( 1,827 )

(( 1,827 )) (( 56 )) ((△ 1,770 )) (( 1,827 ))

( 5,956 ) ( 3,067 ) ( △ 2,888 ) ( 4,552 )

特　　別　　損　　失 22,172 2.35 3,541 0.37 △ 18,630 43,103 2.27

( 416 ) ( － ) ( △ 416 ) ( 2,776 )

(( 416 )) (( －)) ((△ 416 )) (( 2,776 ))

( 21,755 ) ( 3,541 ) ( △ 18,213 ) ( 40,326 )

11,412 1.21 44,222 4.66 32,810 25,870 1.36

21,335 2.26 21,828 2.30 493 17,984 0.94

△ 18,782 △ 1.99 △ 7,252 △ 0.76 11,530 △ 11,470 △ 0.60

76 0.01 145 0.02 69 369 0.02

8,783 0.93 29,500 3.10 20,717 18,986 1.00

少 数 株 主 利 益
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

経 常 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法 人 税 及 び 住 民 税 等

法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金

そ の 他

そ の 他
特
別
損
益
の
部 特別法上の準備金繰入額

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

特別法上の準備金戻入額

価 格 変 動 準 備 金

( ) ( () )

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

（単位：百万円）

連結会計期間別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 　 前連結会計年度

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 比較増減 自 平成13年4月１日

至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

科　　目 金　　　額 金　　　額 金　　　額

(資本剰余金の部)

81,989 81,991 2 81,989

資本準備金期首残高 ( 81,989 ) ( 81,991 ) ( 2 ) ( 81,989 )

－ － － 2

転 換 社 債 の 転 換 ( － ) ( － ) ( － ) ( 2 )

81,989 81,991 2 81,991

(利益剰余金の部)

426,579 383,410 △ 43,169 426,579

連結剰余金期首残高 ( 426,579 ) ( 383,410 ) ( △ 43,169 ) ( 426,579 )

8,789 29,500 20,710 19,055

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ( 8,783 ) ( 29,500 ) ( 20,717 ) ( 18,986 )

連結子会社の増加に伴う
期 首 剰 余 金 増 加 高 ( 6 ) ( － ) ( △ 6 ) ( 69 )

10,369 11,033 663 62,225

配 当 金 ( 10,272 ) ( 10,949 ) ( 676 ) ( 10,272 )

役 員 賞 与 金 ( 97 ) ( 84 ) ( △ 13 ) ( 97 )

合 併 に 伴 う 調 整 額 ( － ) ( － ) ( － ) ( 51,855 )

424,999 401,876 △ 23,122 383,410

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金
中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金
中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

( )( ) )(
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

連結会計期間別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 　 前連結会計年度

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日

至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 比較増減 至 平成14年3月31日

科　　目 金　　　額 金　　　額 金　　　額
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ･フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 11,412 44,222 32,810 25,870
減 価 償 却 費 11,173 11,213 39 24,378
支 払 備 金 の 増 加 額 6,700 590 △ 6,109 33,182
責 任 準 備 金 等 の 増 加 額 40,704 59,745 19,040 △ 18,573
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 △ 9,987 △ 1,932 8,054 △ 8,595
投 資 損 失 引 当 金 の 増 加 額 △ 5 4 10 △ 142
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 5,649 △ 3,505 △ 9,155 407
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 △ 244 △ 2,768 △ 2,524 2,608
債権売却損失引当金の増加額 51 40 △ 10 △ 1,031
不動産投資損失引当金の増加額 △ 1,089 － 1,089 △ 1,089
価 格 変 動 準 備 金 の 増 加 額 △ 1,410 △ 56 1,354 949
利 息 及 び 配 当 金 収 入 △ 72,237 △ 65,859 6,378 △ 138,378
有 価 証 券 関 係 損 益 ( △ ) 2,366 △ 5,137 △ 7,503 △ 10,363
支 払 利 息 616 450 △ 165 1,263
為 替 差 損 益 ( △ ) 162 △ 75 △ 237 △ 909
不 動 産 動 産 関 係 損 益 ( △ ) 2,033 △ 1,481 △ 3,514 3,144
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 ( △ ) － 104 104 －
そ の 他 資 産 ( 除 く 投 資 活 動 関 連 、
財 務 活 動 関 連 ) の 増 加 額 △ 14,687 △ 37,338 △ 22,651 △ 6,906

そ の 他 負 債 ( 除 く 投 資 活 動 関 連 、
財 務 活 動 関 連 ) の 増 加 額 △ 9,760 2,261 12,021 △ 22,953

そ の 他 11,016 5,559 △ 5,456 12,991
小 計 △ 17,536 6,038 23,574 △ 104,147

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 76,153 70,200 △ 5,952 143,970
利 息 の 支 払 額 △ 77 △ 41 35 △ 1,261
法 人 税 等 の 支 払 額 5,480 △ 5,031 △ 10,511 △ 7,553

営業活動によるキャッシュ・フロー 64,019 71,165 7,146 31,007

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ･フロー
預 貯 金 の 純 増 加 額 4,605 △ 9,491 △ 14,097 7,918
買入金銭債権の取得による支出 △ 4,982 △ 2,099 2,882 △ 5,867
買入金銭債権の売却･償還による収入 3,178 2,233 △ 945 6,287
金銭の信託の増加による支出 △ 3,079 △ 2,000 1,079 △ 4,080
金銭の信託の減少による収入 8,571 1,171 △ 7,399 12,235
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 348,230 △ 388,105 △ 39,874 △ 737,705
有価証券の売却･償還による収入 275,231 282,206 6,975 608,882
貸 付 け に よ る 支 出 △ 99,523 △ 110,032 △ 10,509 △ 219,903
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 164,629 139,812 △ 24,817 325,731
そ の 他 6 694 687 2,551

Ⅱ ① 小 計 408 △ 85,610 △ 86,018 △ 3,950
( Ⅰ ＋ Ⅱ ① ) ( 64,427 ) ( △ 14,444 ) ( △ 78,872 ) ( 27,057 )

不動産及び動産の取得による支出 △ 9,501 △ 2,888 6,613 △ 19,693
不動産及び動産の売却による収入 1,433 4,161 2,728 2,516
そ の 他 58 △ 765 △ 823 148

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,601 △ 85,102 △ 77,500 △ 20,979

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ･フロー
転 換 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － － － △ 19,854
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 7 △ 254 △ 246 △ 11,598
配 当 金 の 支 払 額 △ 10,272 △ 10,949 △ 676 △ 10,272
少数株主への配当金の支払額 △ 122 △ 175 △ 53 △ 122
そ の 他 △ 557 △ 263 294 △ 452

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,960 △ 11,642 △ 682 △ 42,299

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 545 △ 1,195 △ 650 1,454
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 44,911 △ 26,775 △ 71,686 △ 30,816
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 401,475 372,383 △ 29,091 401,475
Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,131 － △ 1,131 1,725

Ⅷ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 447,518 345,608 △ 101,909 372,383

( ( ) ( ))
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社数 26 社
主な会社名 三井住友海上きらめき生命保険株式会社

三井住友海上アセットマネジメント株式会社
Mitsui Sumitomo Insurance Group Holdings (USA), Inc.
Mitsui Sumitomo Insurance Company (Europe), Limited
Mitsui Sumitomo Insurance (Singapore) Pte Ltd.

(2) 非連結子会社
主な会社名 三井住友海上損害調査株式会社

三井住友海上スタッフサービス株式会社
非連結子会社とした会社は、その総資産、経常収益、中間純損益のうち持分に見合う額及び利益剰余金のうち持分に
見合う額等からみて、企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性の乏しい会社
であります。

(3) 三井住友海上シティインシュアランス生命保険株式会社の議決権の 51％を所有しておりますが、同社は他の会社との
共同支配の実態にある合弁会社であるため、子会社としておりません。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社数 1社
会社名 三井住友海上シティインシュアランス生命保険株式会社
三井住友海上シティインシュアランス生命保険株式会社は新たに関連会社となったことから、当中間連結会計期間
から持分法適用の関連会社に含めております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社(三井住友海上スタッフサービス株式会社、BPI/MS Insurance
Corporation 他)については、それぞれ中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社のうち、Mitsui Sumitomo Insurance Group Holdings (USA), Inc.他 22 社の中間決算日は 6月 30 日であ
りますが、決算日の差異が 3ヵ月を超えていないため、本中間連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の中間財務
諸表を使用しております。
なお、中間連結決算日との差異期間における重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
親会社及び国内連結子会社の保有する有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
① 売買目的有価証券の評価は、時価法によっております。なお、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。
② 満期保有目的の債券の評価は、償却原価法によっております。
③ 持分法を適用していない非連結子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法によっており
ます。
④ その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。な
お、評価差額は全部資本直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。
⑤ その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法又は償却原価法によっております。
⑥ 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、
時価法によっております。

在外連結子会社の保有する有価証券の評価基準及び評価方法は主に時価法によっております。
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(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。ただし、為替予約等の振当処理の適用要件を満たすものにつ

いて振当処理を、金利スワップの特例処理の適用要件を満たすものについて特例処理を適用しております。

(3) 不動産及び動産の減価償却の方法

親会社及び国内連結子会社の不動産及び動産の減価償却は、定率法によっております。ただし、平成 10 年 4月 1日以

降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっております。

在外連結子会社の不動産及び動産の減価償却は、主に定額法により行っております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

親会社及び生命保険連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準

により、次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要

と認められる額を引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引き

当てております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引き当てを行っております。

その他の国内連結子会社は、親会社に準じた資産の自己査定基準に基づき、資産査定を実施し、その査定結果に基づ

いて必要額を引き当てております。

在外連結子会社は、主に個別の債権について回収可能性を検討し、貸倒見積額を計上しております。

②投資損失引当金

親会社は、有価証券等について将来発生する可能性のある損失に備えるため、資産の自己査定結果に基づき必要と認

められる額を引き当てております。

③退職給付引当金

親会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

親会社の過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理し

ております。

親会社の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌連結

会計年度から費用処理することとしております。

その他の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

④賞与引当金

親会社及び連結子会社は、従業員の賞与に充てるため、中間連結会計期間末における支給見込額を基準に計上してお

ります。

⑤債権売却損失引当金

親会社は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値の下落等により将来発生する可能性の

ある損失に備えるため、中間連結会計期間末における損失見込額を計上しております。
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⑥不動産投資損失引当金

親会社は、不動産投資関連取引に関して将来発生する可能性のある損失に備えるため、中間連結会計期間末における

損失見積額を計上しております。

⑦価格変動準備金

親会社及び生命保険連結子会社は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に基づき計上

しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

(6) 消費税等の処理方法

親会社及び国内連結子会社の消費税等の会計処理は主に税抜方式によっております。ただし、親会社の損害調査費、

営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に

計上し、5年間で均等償却を行っております。

(7) 重要なリース取引の処理方法

親会社及び国内連結子会社におけるリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(8) 重要なヘッジ会計の方法

親会社は、株式の保有に係る株価変動リスクをヘッジする目的で実施する株式オプション取引については繰延ヘッジ

を適用しております。また、金利変動に伴う貸付金及び債券のキャッシュ・フロー変動リスクをヘッジする目的で実

施する金利スワップ取引については、繰延ヘッジ又は金利スワップの特例処理を適用しております。

なお、ヘッジの有効性については、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを半期毎に比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があること

が明らかなもの及び金利スワップの特例処理の適用要件を満たすものについては、ヘッジ有効性の判定は省略してお

ります。

(9) 税効果会計に関する事項

中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当連結会計年度において予定している利益処分方式による

海外投資等損失準備金、特別償却準備金及び圧縮記帳積立金の積立て及び取崩しを前提として、当中間連結会計期間

に係る金額を計算しております。

(10) 保険業法第 113 条繰延資産の処理方法

保険業法第 113 条繰延資産の償却額の計算は法令及び生命保険連結子会社の定款の規定に基づき行っております。

５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金､要求払預金及び取得日から満期

日又は償還日までの期間が 3ヵ月以内の定期預金等の短期投資からなっております。
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追  加  情  報

１． クレジットデリバティブ取引につきましては、前連結会計年度までは債務保証に準じて処理しておりましたが、当

中間連結会計期間から合理的な価額が算出可能となったことから、当該価額をもって中間連結貸借対照表に計上して

おります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税金等調整前中間純利益は 7,470 百万円減

少しております。また、支払承諾見返及び支払承諾は 509,782 百万円減少しております。

２． 当中間連結会計期間から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣(企業会計基準第１号)を適用してお

ります。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部及び中間

連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。

注  記  事  項

(中間連結貸借対照表関係)

１． 不動産及び動産の減価償却累計額は 278,518 百万円、圧縮記帳額は 23,043 百万円であります。

２．(1) 貸付金のうち、破綻先債権額は 59 百万円、延滞債権額は 14,644 百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3

号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸付金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

 (2) 貸付金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は 860 百万円であります。

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3月以上遅延している貸付金で破

綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

 (3) 貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は 19,234 百万円であります。

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び

3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

 (4) 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権額の合計額は 34,799 百万円であります。

３． 担保に供している資産は有価証券 10,541 百万円であります。これは、その他負債に含まれる預り金 125 百万円の

担保のほか、海外営業のための供託資産等として差し入れているものであります。

４． 有価証券には消費貸借契約により貸し付けているものが 90,662 百万円含まれております。

５． その他資産には、保険業法第 113 条繰延資産 1,389 百万円が含まれております。

６． 貸出コミットメント契約に係る融資未実行残高は 530 百万円であります。
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(中間連結損益計算書関係)

１． 事業費の主な内訳は次のとおりであります。

代理店手数料等 118,813 百万円

給 与       56,825  百万円

なお、事業費は中間連結損益計算書における損害調査費、営業費及び一般管理費並びに諸手数料及び集金費の合計で

あります。

２． 特別利益のその他は、不動産動産処分益 2,982 百万円及び貸倒引当金戻入額 84 百万円であります。

３． 特別損失のその他は、親会社及び国内連結子会社の合併に係る諸費用 1,737 百万円、時価の著しい下落による土地

及び建物の評価損 1,013 百万円並びに不動産動産処分損 790 百万円であります。

(中間連結剰余金計算書関係)

役員賞与金はすべて取締役に対するものであります。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１． 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

現金及び預貯金 360,764  百万円

コールローン 10,000 百万円

買入金銭債権 44,058 百万円

預入期間が 3ヵ月を超える定期預金 △ 66,487 百万円

現金同等物以外の買入金銭債権 △  3,272 百万円

現金同等物に含まれる有価証券        545  百万円

現金及び現金同等物    345,608 百万円

２． 投資活動によるキャッシュ･フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ･フローを含んでおり

ます。
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セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間(自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 14 年 9月 30 日)

（単位：百万円）

損害保険事業 生命保険事業 計 消去 連結

経常収益及び経常損益

経 常 収 益

(1)外部顧客に対する経常収益 886,052 64,600 950,652 （   378） 950,274

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 895 － 895 （   895） －

計 886,947 64,600 951,547 （ 1,273） 950,274

経 常 費 用 842,354 64,552 906,907 （ 1,273） 905,633

経 常 利 益 44,592 48 44,640     － 44,640

（注）

(1) 事業区分は、親会社及び連結子会社における業務の実態を勘案して区分しております。

(2) 各事業区分の主要な事業内容

損害保険事業・・・損害保険引受業務及び資産運用業務

生命保険事業・・・生命保険引受業務及び資産運用業務

(3) 当中間連結会計期間における外部顧客に対する経常収益の消去欄の金額は、生命保険事業セグメントに係る経常

収益のうちの支払備金戻入額を中間連結損益計算書上は支払備金繰入額に含めて表示したことによる振替額であ

ります。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間(自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 14 年 9月 30 日)

全セグメントの経常収益の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

３．海外売上高

当中間連結会計期間(自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 14 年 9月 30 日)

海外売上高（経常収益）が、連結売上高（経常収益）の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。



リ ー ス 取 引

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

１．リース物件の所有権が借主に移転す １．リース物件の所有権が借主に移転す １．リース物件の所有権が借主に移転す
  ると認められるもの以外のファイナン   ると認められるもの以外のファイナン   ると認められるもの以外のファイナン
  ス・リース取引   ス・リース取引   ス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価 (1) リース物件の取得価額相当額、減価 (1) リース物件の取得価額相当額、減価
    償却累計額相当額及び中間期末残高     償却累計額相当額及び中間期末残高     償却累計額相当額及び期末残高相当
    相当額     相当額     額

  なお、取得価額相当額は未経過リー   同  左   なお、取得価額相当額は未経過リー
ス料中間期末残高が不動産及び動産の ス料期末残高が不動産及び動産の期末
中間期末残高等に占める割合が低いた 残高等に占める割合が低いため、支払
め、支払利子込み法により算定してお 利子込み法により算定しております。
ります。

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

  なお、未経過リース料中間期末残高   同  左   なお、未経過リース料期末残高相当
相当額は、未経過リース料中間期末残 額は、未経過リース料期末残高が不動
高が不動産及び動産の中間期末残高等 産及び動産の期末残高等に占める割合
に占める割合が低いため、支払利子込 が低いため、支払利子込み法により算
み法により算定しております。 定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残存価   同  左   同  左
額を零とする定額法によっておりま
す。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

( ) ( ) ( )

支 払 リ ー ス 料 570百万円

減価償却費相当額 570百万円

１ 年 内 795百万円

１ 年 超 453百万円

合 計 1,249百万円

１ 年 内 303百万円

１ 年 超 121百万円

合 計 424百万円

１ 年 内 475百万円

１ 年 超 243百万円

合 計 718百万円

支 払 リ ー ス 料 292百万円

減価償却費相当額 292百万円

支 払 リ ー ス 料 1,447百万円

減価償却費相当額 1,447百万円

取 得 価 額減 価 償 却中 間 期 末
相 当 額累 計 額残 高

相 当 額相 当 額

動 産 5,582百万円 4,332百万円 1,249百万円

取 得 価 額減 価 償 却中 間 期 末
相 当 額累 計 額残 高

相 当 額相 当 額

動 産 2,742百万円 2,317百万円 424百万円

取 得 価 額減 価 償 却期 末 残 高
相 当 額累 計 額相 当 額

相 当 額

動 産 3,079百万円 2,361百万円 718百万円

１ 年 内 260百万円

１ 年 超 397百万円

合 計 658百万円

１ 年 内 595百万円

１ 年 超 1,244百万円

合 計 1,840百万円

１ 年 内 382百万円

１ 年 超 480百万円

合 計 862百万円
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有  価  証  券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

種 類 中間連結 中間連結 連結貸借
貸借対照表 時 価 差     額 貸借対照表 時 価 差     額 対 照 表 時 価 差     額
計 上 額 計 上 額 計 上 額

公 社 債 51,719 54,801 3,082 50 50 0 342 342 0

外国証券 18,952 19,332 380 4,024 4,458 433 6,006 6,606 600

合 計 70,671 74,134 3,462 4,074 4,508 433 6,348 6,948 600

２．その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

種 類 中間連結 中間連結 連結貸借
取得原価 貸借対照表 差     額 取得原価 貸借対照表 差     額 取得原価 対 照 表 差     額

計 上 額 計 上 額 計 上 額
公 社 債 1,849,696 1,944,057 94,360 2,098,921 2,184,032 85,110 2,001,557 2,066,982 65,424

株 式 966,808 1,717,556 750,747 917,760 1,609,150 691,390 934,182 1,843,020 908,838

外国証券 731,639 793,599 61,959 750,872 837,887 87,014 738,975 835,982 97,006

そ の 他 34,947 34,049 △ 898 32,320 31,569 △ 750 28,251 28,573 322

合 計 3,583,093 4,489,262 906,169 3,799,875 4,662,640 862,765 3,702,966 4,774,559

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額

1,071,592

修正版

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

(1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券

外 国 証 券 291 百万円 外 国 証 券 376 百万円 外 国 証 券 362 百万円

そ の 他 21,708 百万円 そ の 他 88,407 百万円 そ の 他 47,953 百万円

(注)中間連結貸借対照表において現金 (注)中間連結貸借対照表において現金 (注)連結貸借対照表において現金及び

    及び預貯金として処理されている     及び預貯金として処理されている     預貯金として処理されている譲渡

    譲渡性預金並びに買入金銭債権と     譲渡性預金並びに買入金銭債権と     性預金並びに買入金銭債権として

    して処理されているコマーシャル     して処理されているコマーシャル     処理されているコマーシャルペー

    ペーパーを｢その他｣に含めており     ペーパーを｢その他｣に含めており     パーを｢その他｣に含めております。

    ます。     ます。

(2) その他有価証券 (2) その他有価証券 (2) その他有価証券

公 社 債 7,287 百万円 公 社 債 4,953 百万円 公 社 債 4,944 百万円

株 式 38,899 百万円 株 式 41,902 百万円 株 式 42,614 百万円

外 国 証 券 42,339 百万円 外 国 証 券 37,300 百万円 外 国 証 券 38,841 百万円

そ の 他 8,876 百万円 そ の 他 4,963 百万円 そ の 他 5,062 百万円

(注)中間連結貸借対照表において買 (注)中間連結貸借対照表において買 (注)連結貸借対照表において買入金 

    入金銭債権として処理されてい      入金銭債権として処理されてい      銭債権として処理されている貸  

    るコマーシャルペーパー等を     る貸付債権信託受益権を｢その     付債権信託受益権を｢その他」 

    「その他｣に含めております。     他｣に含めております。     に含めております。 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

その他有価証券で時価のあるものについ その他有価証券で時価のあるものについ その他有価証券で時価のあるものについ

て16,202百万円減損処理を行っております。て8,678百万円減損処理を行っております。 て22,341百万円減損処理を行っております。

　 なお､親会社及び国内連結子会社は、当 　 なお､親会社及び国内連結子会社は、当 　 なお､親会社及び国内連結子会社は、当

該有価証券の減損に当たっては､時価が取得 該有価証券の減損に当たっては､時価が取得 該有価証券の減損に当たっては､時価が取得

原価に比べて50％以上下落した銘柄は全て 原価に比べて50％以上下落した銘柄は全て 原価に比べて50％以上下落した銘柄は全て

減損処理を行い､30％以上50％未満下落した 減損処理を行い､30％以上50％未満下落した 減損処理を行い､30％以上50％未満下落した

銘柄については、時価が回復する見込みが 銘柄については、時価が回復する見込みが 銘柄については、時価が回復する見込みが

あると認められる場合を除き減損処理を行 あると認められる場合を除き減損処理を行 あると認められる場合を除き減損処理を行 

っております。 っております。 っております。
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金  銭  の  信  託

１．満期保有目的の金銭の信託

　該当事項ありません。

２．運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

時価評価する単独運用の金銭の信託は 時価評価する単独運用の金銭の信託は 時価評価する単独運用の金銭の信託は
ありません。 ありません。 ありません。
取得原価をもって中間連結貸借対照表 取得原価をもって中間連結貸借対照表 取得原価をもって連結貸借対照表に計

に計上している合同運用の金銭の信託が に計上している合同運用の金銭の信託が 上している合同運用の金銭の信託が1,023
76百万円あります。 97百万円あります。 百万円あります。
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

対象物 取 引 の 種 類 契約額等 時   価 評価損益 契約額等 時   価 評価損益 契約額等 時   価 評価損益

の種類

通 貨 為 替 予 約 取 引

売 建 30,670 30,839 △ 168 26,855 27,251 △ 396 31,849 32,467 △ 617 

買 建 1,019 1,100 80 3,678 3,676 △ 2 7,002 7,009 7 

通 貨 ｵ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ 取引

売 建 － － － 3,492 1 18 3,021 0 1 

( － ) ( 19 ) ( 2 )

買 建 2,346 83 △ 15 3,472 2 △ 34 3,011 159 56 

( 99 ) ( 36 ) ( 102 )

金 利 金利 ｵ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ 取引

売 建 9,420 70 155 19,720 102 148 8,910 69 156 

( 225 ) ( 251 ) ( 225 )

買 建 3,000 76 △ 120 13,500 101 △ 122 3,000 73 △ 123 

( 196 ) ( 223 ) ( 196 )

金 利 ｽ ﾜ ｯ ﾌ ﾟ 取 引 65,153 220 220 52,655 192 192 54,166 309 309 

株 式 株価指数先物取引

売 建 － － － － － － 1,158 1,110 48 

株価指数オプション取引

売 建 － － － 450 6 4 3,050 7 44 

( － ) ( 10 ) ( 51 )

買 建 － － － － － － 2,700 42 △ 2 

( － ) ( － ) ( 45 )

株 価 ｽ ﾜ ｯ ﾌ ﾟ 取 引 1,840 △ 94 △ 94 － － － － － － 

債 券 債 券 先 物 取 引

売 建 － － － 280 280 △ 0 － － － 

債券店頭 ｵ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ 取引

売 建 － － － 9,333 3 14 7,392 1 16 

( － ) ( 17 ) ( 18 )

信 用 クレジットデリバティブ取引

売 建 － － － 533,076 △ 7,772 △ 7,772 － － － 

買 建 － － － 23,294 77 77 － － － 

そ の 他 天候ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

売 建 65 28 59 30 20 3 9 16 9 

( 87 ) ( 24 ) ( 26 )

買 建 30 6 △ 26 1 2 0 6 14 △ 3 

( 33 ) ( 2 ) ( 17 )

そ の 他 － 152 152 － 408 408 － 614 614 

自然災害ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

売 建 130 2 2 170 7 2 190 2 5 

( 5 ) ( 10 ) ( 7 )

経済指標ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

売 建 0 21 － 0 － 21 0 7 14 

( 21 ) ( 21 ) ( 21 )

113,675 32,507 246 690,010 24,365 △ 7,436 125,466 41,905 537 

(注)

１．括弧内の数値はオプションプレミアムであります。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

合     計
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リ ス ク 管 理 債 権 情 報

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末(A) 当中間連結会計期間末(B) 比較増減 前連結会計年度末(C) 比較増減

(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (Ｂ)－(Ａ) (平成14年3月31日現在) (Ｂ)－(Ｃ)

破 綻 先 債 権 額 687 59 △ 627 5,501 △ 5,441

延 滞 債 権 額 18,626 14,644 △ 3,981 14,743 △ 99

３カ月以上延滞債権額 601 860 258 742 117

貸付条件緩和債権額 18,080 19,234 1,154 12,915 6,319

計 37,996 34,799 △ 3,196 33,903 896

貸付金残高に対する比率 4.7% 4.7% － 4.4% 0.3%

（参考）貸付金残高 807,289 732,717 △ 74,571 764,426 △ 31,708

（注）各債権の意義は次のとおりであります。
      (1) 破綻先債権         
            破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又
          は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行っ
          た部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第
          ９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
          る貸付金であります。
      (2) 延滞債権
            延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ
          とを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。
      (3) ３カ月以上延滞債権
            ３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸付
          金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
      (4) 貸付条件緩和債権
            貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
          払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債
          権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
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